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Abstract

Recentresearchinmanagementaccountingadvocatedstrategic

performancemeasurementsystems.ManyJapanesecompanieshave

implementedperformancemeasurementsystems,suchas"manage一

mentbyobjectives"or"hoshinlkanri".Moreover,theyrecentlybegan

changlngitsperformancemeasurementsystemswithabalanced

scorecardandpay-for-performancelinkage.Thispaperprovidesacriti-

calreviewoffindingsfromexistingresearchonmanagementaccount-

1ngChange,performancemeasurement,incentiveplan,andmanage-

mentcontrol.Weemphasizethedesignanduseofthestrategicperfor一

mancemeasurementsystemsanddiscussanumberofresearchissuesto

beexploredinfutureresearch.
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1.はじめに

本稿の目的は,業績評価システムのチェンジ研究としての実証課題を提示

することである｡

近年の激化する競争環境のもと,業績評価システムのチェンジが加速して

いる｡業績評価システムのチェンジは,システム設計とシステム利用の2つ

の側面で進んでいる｡ここで,業績評価システムのチェンジ研究として,環

境の変化に合わせて,業績評価システムの設計面と利用面とがどのように変

化し,組織成果にいかなる影響を及ぼすかの探求を試みたい｡また,本稿で

着目する業績評価システムとは,目標管理や方針管理,最近ではバランスト･

スコアカード(BSC)などの業績評価に関連する様々な経営技法や制度を基礎

にしながら,そこに報酬が明示的にリンクした成果報酬システム(梶原,

2001)あるいは報酬連動型業績評価システム(横井,2003)である｡
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本稿の構成は以下のとおりである｡次節では,業績評価システムのチェン

ジの概念について概説する｡3節と4節では,業績評価システムの設計面と

システム利用面について,それぞれ先行研究から知見を整理し,チェンジ研

究に向けた課題を提示する｡5節では,組織成果への影響を財務成果と組織

メンバーの意思決定 ･行動に分けて考察する｡最後に,本稿をまとめ,業績

評価システムのチェンジ研究の今後の方向性を提示する｡

2.業績評価システムのチェンジ

業績評価システムに関しては､一時点での環境との適合性にではなく,環

境変化に合わせてどのように変容するかの解明が求められている｡

従来,日本企業における組織のコントロールメカニズムにおいて,業績評

価システムによるコントロールよりもクランコントロール1が重視されてき

た(梶原,2001)0 Danieletal.(1995)は,品質戦略,マネジメント･コント

ロール ･システム,そして報酬との関係に着目し,これらの一貫した関係へ

の当てはまりが,日本企業よりも米国企業の方がよいことを明らかにした｡

日本企業において,成果報酬システムあるいは成果連動型業績評価システ

ム(以下,成果報酬システム)は,単体のシステムとして導入されてきたわけ

ではない｡成果報酬システムは,日本企業に根付いている経営手法である目

標管理や方針管理と関係がある｡目標管理は,成果報酬システムにおける業

績評価のために用いられる場合が多い｡目標管理では,組織目標をブレイク

ダウンし目標が個人へ割り付けられる｡しかし,目標割り付けの段階におい

て,組織と個人との目標の整合性が十分確保されてはいなかった｡一方,方

針管理は,TQMの発想から結果よりもプロセスを重視する形で,会社方針

から部門,課,そして個人へと管理項目を展開させるものである｡しかし,

この方針管理においても,プロセスを適正に反映させる業績指標の整備が不

1 クランコントロールについては,Ouchi(1979)を参照されたい｡
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十分であることが多かった｡また,目標管理と方針管理のどちらも報酬との

リンクは稀薄であった｡

近年,競争環境の激化から,目標管理や方針管理における業績評価のあり

方が見直され,業績評価システムのチェンジが加速している｡また,このよ

うな業績評価システムのチェンジにはBSCも関わっている｡例えば,ある

調査では,成果報酬システムにおける業績評価の部分にBSCを適応する日

本企業は50%を超えると報告されている(横井,2003)0BSCを本格的に導

入しないまでも,BSCの発想を取り入れて業績測定 ･評価システムの見直

したり,目標管理あるいは方針管理を一新するためにBSCの導入する企業

も相当数存在している2｡

このように,業績評価システムのチェンジは,インセンティブと戦略遂行

の2っの方向で進んできた｡インセンティブに関しては,目標管理,方針管

理,あるいはBSCと報酬とのリンクが強化されてきた｡戦略遂行に関して

は,戦略を組織全体に浸透させ,戦略の遂行状況を追跡するために,財務指

標だけでなく非財務業績指標が多く選択され,戦略的な業績評価を実現する

方向に進んできた｡これら2つチェンジを経ながら,日本企業において成果

報酬システムが形成されてきた｡また,業績評価システムにおけるインセン

ティブと戦略遂行のチェンジの方向性は,とくに日本企業だけに限ったこと

ではない｡

業績評価システムには,報酬とのリンケージ,戦略的な業績指標の選択,

そして業績の評価方法などのシステム設計面のチェンジだけではなく,シス

テム利用面のチェンジもある｡従来,目標管理や方針管理が業務改善や人材

育成のために利用されてきた｡加えて,システム設計面での戦略性が高まる

ことで,戦略創発(または業務プロセス改革)のために利用されることが想定

される｡本稿では,システム設計面だけではなく,このようなシステム利用

2 BSCと目標管理 ･方針管理との関係の詳細については,乙政(2005),加登(2004),西

居(2005)などを参照されたい｡
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面も業績評価システムのチェンジの要素として捉えている｡

経 営 と 経 済

3.システム設計面

業績評価システムの設計面として,ここでは,報酬とのリンケージ,戦略

的な業績指標,そして業績の評価方法について取り上げる｡報酬と業績評価

システムとのリンケージは,日本企業では成果報酬制度として注目されるよ

うになり,欧米では比較的早くから論じられてきた管理会計研究の主要テー

マである｡戦略的な業績指標は,とくに,BSCの登場以降,非財務業績指

標に管理会計研究者の関心が多く寄せられている｡業績の評価方法について

は,非財務業績指標を含む業績評価システムのもとでの戦略的な業績評価の

あり方が模索されている｡以下,先行研究をもとにそれぞれを個別に考察す

る｡

3.1報酬とのリンケージ

先行研究における論点

業績評価システムの設計面を考える上で,業績評価システムと報酬とをど

のように連動させるかは重要な課題である｡業績評価システムと報酬とのリ

ンケージに関する先行研究のなかで取り上げられてきた主な論点は,インセ

ンティブ ･プランにおいて,業績指標が財務か非財務か,主観的か客観的か,

そして個人報酬における個人業績かチーム業績かの選択についてである｡

第 1の財務か非財務かの業績指標の選択は,エイジェソシー理論における

イソフォーマテイブネス原則に依拠して解明が試みられてきた｡イソフォー

マテイブネス原則によると,エイジェソトである組織メンバーの努力 ･行動

を,外的なノイズの影響を受けやすい財務業績指標では十分に評価できない

ため,組織メンバーにインセンティブをあたえる費用が増加してしまう｡こ

れを回避するため,組織メンバーの努力 ･行動をより適切に評価でき,将来
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の財務業績指標の先行指標としての非財務的業績指標に高いウェイトをおく

ことによってインセンティブ費用が最小化される｡

ボーナス契約における業績指標のウェイト付けについて,Ittneretal.

(1997)ではCEOを対象に調査した結果,インフォーマティブネス原則に基

づく仮説が支持された｡具体的には,探索型戦略が重視されるほど,品質重

視の戦略が重視さるほど,産業規制が厳しい状況であるほど,そして業績不

振に陥っているほど,非財務業績指標へのウェイトが高くなることが明らか

にされた｡IttnerandLarcker(2002)でも,同様の調査が現場作業者を対象

に実施され,インフォーマティブネス原則に基づく仮説がよく支持された｡

第2は,インセンティブ ･プランにおいて,主観的な業績指標とリンクさ

せるか,それとも客観的な業績指標にリンクさせるかの問題である｡個々の

組織メンバーのおかれた状況を加味した柔軟な業績評価のためには,管理者

による主観的な判断が有効であるとされてきた(Eccles,1991;Kaplanand

Norton,1996)｡しかし,主観的判断には評価者からのバイアスが入りやす

いという問題がある｡Ittneretal.(2003)は,BSCにおけるインセンティブ ･

プランについて,心理学をベースに,(1)主観的な指標には管理者のバイア

スが含まれるため,客観的指標に高いウェイトがおかれる,(2)主観的指標

であっても具体的な目標あるいは同条件のグループと比較される場合は,主

観性が実質的に吸収されるため,明確な目標が設定されている指標にウェイ

トがおかれる,(3)主観的な指標であっても単一ではなく複数の指標に基づ

く評価であれば,主観性は実質的に吸収されるため,その場合は複数指標に

高いウェイトがおかれる,ことを明らかにしている｡このように,主観的と

いっても,目標設定のあり方,指標の数と密接に関係し,それぞれがインセ

ンティブ ･プランに及ぼす効果は異なっている｡

第3の個人の報酬を個人業績にリンクさせるか,チーム業績にリンクさせ

るかの問題は,コンティンジェンシー理論に依拠して解明されてきた｡近年,

原価企画にみられる職能横断チームやチーム営業組織など,個人が日々の業
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務の場面でチーム組織へ従事する割合が高まるとともに,個人のインセンテ

ィブ ･プランにおけるチーム業績の重要性が高まっている｡ScottandTis-

sen(1999)は,コンティンジェンシー理論に依拠して,(1)管理者がチーム組

織に従事するはど個人報酬の決定におけるチーム業績のウェイトが高まる,

(2)チーム業績q)ウェイトが高いほどチーム業績が改善される,ことを明ら

かにしている｡

検討課題

チェンジ研究に向けた課題は,先行研究が依拠する理論的パースペクティ

ブに関係している｡先行研究から,成果と報酬とのリンケージについて,非

財務業績指標あるいはチーム業績と報酬とをリンクさせることの有用性が概

ね示されてきた｡しかし,それぞれの研究が依拠する理論的パースペクティ

ブは,Merchantetal.(2003)も示唆している通り,経済学と心理学(あるい

は行動科学)の二領域のどちらかに偏っている傾向がある｡インセンティブ ･

プランを設計する際,報酬を,財務か非財務か,主観的か客観的か,あるい

は個人業績かチーム業績かのどちらの指標にウェイトをおくかという選択

は,それぞれ独立した問題ではなく,同時に検討されなければならない｡そ

れらの問題を包括的に捉える一貫した理論的パースペクティブに基づく経験

的証拠が望まれる｡

第2は,報酬をリンクさせることでインセンティブが有効に機能する条件

に関してである｡報酬に関する先行研究では,ボーナスなどの金銭的報酬が

主に取り上げられてきた｡日本企業の実務においても,成果に連動した金銭

的報酬が組織メンバーの動機付けに有効であると考えられている｡しかし,

あらゆる状況において,成果に連動した金銭的報酬が組織メンバーの動機づ

けに有効に機能するかどうかは不明である｡先行研究では,チーム組織にお

ける金銭的報酬の有効性が示唆されている｡しかしながら,同じチーム組織

といっても,京セラアメーバ経営みられる小集団の場合は,アメーバの成果
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を金銭的報酬にはリンクさせていないことが組織メンバーの動機付けの上で

重要であるといわれている(三矢ほか,1999)｡また,組織構造の他にも,金

銭的報酬の効果は,組織メンバーの意思決定環境(とくにタスク特性)の違い

によっても異なることが明らかにされている(梶原 ･谷,2002)｡このように,

報酬とのリンケージについては,意思決定環境や組織構造を含む昨今の変化

の著しい環境要因が業績評価システムに及ぼす影響について注視していく必

要がある｡

3.2戦略的な業績指標

先行研究における論点

戦略的な業績指標は,BSCの4つ視点に関連して先行研究では扱われて

いる｡組織メンバーの意思決定 ･行動および結果を多面的に測定するために,

財務指標に加え,複数の非財務業績指標の選択がなされてきた｡戦略的な業

績指標とは,このように,業績指標の多様性が増すことを意味している｡さ

らに,戦略的な業績指標には,業績指標間の因果関係もある｡業績指標の多

様性および指標間の因果関係の議論は,コンティンジェンシー理論に依拠し

ており,競争戦略および組織構造との関係に焦点が当てられている｡

業績指標の多様性について,BainesandLangfield-Smith(2003)は,(1)差

別化戦略へのシフトが高度な管理会計システムの導入を促進し,(2)高度な

管理会計システムの導入が,非財務業績指標の採用を促進するという因果関

係を明らかにしている｡高度な管理会計システムの導入が,なぜ非財務業績

評価指標の採用を促進させるかについては次のように説明できる｡例えば,

ABCが単なるコスト計算ではなく,顧客価値の向上に貢献したり,原価企

画がコスト低減だけでなく,高いレベルの品質,納期を同時達成させるよう

に組織メンバーをコントロールするなど,高度な管理会計システムは,伝統

的なものと比べ,顧客満足に不可欠な差別化要因に組織の関心を向けさせる

からである｡



530 経 営 と経 済

一方,起業家型戦略に分類される組織でも,多様な業績指標を有している

という結果が示されている(BouwensandAbernethy,2000)｡このことは,

必ずしも高度な管理会計システムの導入を介さずとも多様な業績指標を保有

する傾向にあることを示唆している｡同様に,起業家型戦略の組織は,業績

指標の多様性を高めることの他に,業績指標間の因果関係を重視するという

結果も示されている(MalinaandSelto,2004)0

次に組織構造に関してである｡組織構造の違いが業績評価システムの設計

に影響を及ぼすというのは管理会計研究の共通認識である｡これまで主に,

組織構造おける組織の分化と統合の側面(LawrenceandLorsch,1967)と機

械的か有機的かの側面(BurnsandStalker,1961)が着目され,経験的証拠

の蓄積がなされてきた｡例えば,職能別組織に関しては,(製造と比べ)マー

ケテイングや研究開発といった組織のなかでも相対的に高い環境不確実性に

直面している部門は,より広範な管理会計情報を重視する傾向にあることが

明らかにされている(Brownell,1985;Chong,1996;MiaandChenhall,

1994)｡同様に,有機的組織は,機械的組織に比べて,広範で未来志向な管

理会計情報を重視していることが明らかにされている(CordonandNaraya-

nan,1984)0

組織構造の一形態としてチーム組織について先に述べた｡業績指標の多様

性はチーム組織とも関係している｡厳しい競争環境のもと,QCDのますま

す高いレベルの達成が市場から要求されるなかで,顧客対応のスピードとク

オリティの両面を改善するため,チーム組織で対応しようとする企業が増え

ている｡ScottandTissen(1999)は,部門内チームおよび部門横断チームに

着目し,それらチーム組織と業績指標の選択について考察している｡そこで

は,チーム組織の採用が財務指標だけでなく非財務指標を含むより包括的な

業績指標の選択と正に関係していることが示された｡BainesandLangfield-

Smith(2003)では,チーム組織の採用が非財務業績指標の採用を促進させる

という因果関係が明らかにされている｡このように,チーム組織も業績指標
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の多様性を促進する規定因である.
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検討課題

第 1の課題は,業績指標の多様性および指標間の因果関係に影響を及ぼす

コンテクスト要因の拡充である｡先行研究のなかで業績指標の多様性を高め

るコンテクスト要因として取り上げられたのは,競争戦略とチーム組織を含

む組織構造であった｡因果関係に関しては,競争戦略のみであった｡他にも

コンテクスト要因としては,意思決定環境がある｡コンティンジェンシー理

論に依拠した管理会計研究で広く一般的に取り上げられる変数である0

意思決定環境と業績指標の多様性は,組織は意思決定環境の不確実性を低

減させるために,情報システムの強化により組織の情報処理能力を向上させ

るという情報処理パラダイム(Galbraith,1977)の観点から捉えることがで

きる｡不確実性の高い競争環境のもとのもと,あらゆる意思決定の予測が困

難な状況に企業は直面している｡企業が,そのような環境のともで,業績評

価システムのなかに非財務業績指標をより多く組み込み多様性を高めようと

するのは,環境の不確実性を吸収しようとするからである｡このように,莱

績指標の多様性に影響を及ぼすコンテクスト要因として意思決定環境は見逃

せない｡

情報処理パラダイムに基づく不確実な意思決定環境への対応は,業績指標

の多様性だけではない｡指標間の因果関係を重視することでも対応可能であ

る｡というのも,成果報酬システムでは,最終成果である財務業績を強く意

識される傾向にあるため,組織は,不確実な環境においても財務業績までの

因果経路を非財務業績指標によりできる限り明確にしようとすからである｡

このように,業績指標の多様性とともに,業績指標問の因果関係をいかに構

築するかということも,戦略遂行において重要な設計課題である｡

チェンジ研究の観点からすると,業績指標の多様性および業績指標間の因

果関係を,意思決定環境との関係から検討することが求められる｡
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第2の課題は,業績指標の多様性と業績指標間の因果関係におけるトレー

ドオフの問題と関係している｡コンティンジェンシー理論によれば,意思決

定環境の不確実性が高まるほど,差別化あるいは探索型の戦略が重視される

ほど,そして,有機的組織あるいはチーム組織へのシフトが進むほど,業績

指標の多様性が高まることになる｡しかし,業績指標が多過ぎても,それら

指標間あるいは戦略との整合性が損なわれる恐れがある｡業績指標の多様性

と指標間の因果関係に対して,組織はどちらを優先するのか,あるいはどの

ようにバランスをとるのか重要な課題である｡さらに,多様性と因果関係と

のトレードオフが,組織のコンテクスト要因よって,どのように異なり変化

するのか,そして組織成果にいかなる影響を及ぼすのかは,業績評価システ

ムのチェンジの実態を解明する上で重要な点である｡

3.3業績の評価方法

先行研究における論点

業績の評価方法は,組織メンバーの意思決定 ･行動に影響を及ぼし,報酬

額を左右する重要な課題である｡業績評価の方法として,Chowetal.(1994)

は,管理可能性原則と相対的業績評価の2点を取り上げている｡以下,これ

ら2つに関してそれぞれ検討する｡

管理可能性原則は,管理者の権限のもとにある管理可能な業績についての

み評価すべきであるとする原則である｡組織メンバーの評価の公平性や個乍

人のモチベーションを維持するためには,業績評価の設計において管理可能

性原則は看過できない｡そのため,成果報酬システムに関する多くの先行研

究でも管理可能性の概念が扱われている(Atkinsoneta1.,1997;Baiman,

1990;Froweta1.,2005;IttnerandLarcker,2002)0

しかし,管理可能性の概念は変化しており,その適用も多様化している｡

Simons(2005)は,管理者の権限と責任を最適化することによって高業績が

実現すると主張した｡この最適化のためには,管理範囲,責任範囲,影響範
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囲,支援範囲の4つの範囲を検討することが有効であるという｡ここで,管

理範囲は管理者に権限を委譲する経営資源(人材,資産,インフラなど)の範

囲であり,責任範囲は評価基準の範囲である｡影響範囲は他部門や他の組織

メンバーの仕事に影響を及ばず範囲であり,支援範囲は周囲からの援助の程

度である｡

Simons(2005)は,組織メンバーの創造性と起業家行動を引き出すために

は,責任範囲を管理範囲よりも広くする必要があることを指摘している｡こ

のことは,管理可能性原則に意図的に反したコントロールを意味する｡同様

に,Frowetal.(2005)でも,管理者が管理可能性の欠如を積極的な挑戦の機

会と捉える場合があることを指摘している｡Atkinsonetal.(1997)は,管理

可能性原則によって,管理者の創造的な行動が抑制され,組織におけるイノ

ベーションが減る可能性を示唆している｡

次に,相対的業績評価とは,組織メンバーを評価する際,同様の不確実な

環境に直面する他の組織メンバーと比較したうえで,当該組織メンバーの業

績を評価する方法である｡それに対し,組織メンバーがおかれた環境の不確

実性に関わらず,管理不能要因を含んだまま組織メンバーの業績を評価する

絶対的業績評価もある｡評価される側の組織メンバーからしてみれば,自ら

の管理不能な要因に考慮した業績評価を望むのは当然である｡従って,とく

に,不確実性の高い環境においては,相対的業績評価が有効であるといわれ

ている｡MalinaandSelto(2001)は,BSCの指標を用いて組織メンバーのモ

チベーションを高めるのに相対的業績評価が有効であると論じている｡しか

し,相対的業績評価は,費用対効果の観点からしても常に効率的ではない｡

そこには,組織メンバーがおかれていた状況や同僚と比較する際に用いる

データの入手が困難なことや収集されたデータの正確性に問題があると指摘

される(西居,2005)｡また必ずしも相対的評価が,管理可能性原則に依拠し

て消極的に利用されるわけではない｡例えば,外部のベストプラクティスと

相対させて業績を評価する外部ベンチマーキングの活用は,より高い目標の
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達成に効果的であるといわれている(KaplanandNorton,1996)0

検討課題

以上の論点は,日本企業が活用している成果報酬システムにも当てはまる｡

日本企業における成果報酬システムには,競争の激化とともに,戦略の実現

に向けて組織メンバーの創造性を高めることが求められるようになってい

る｡そのため,管理可能性原則を遵守しそのまま適用するのではなく,組織

メンバーが管理可能な部分を超える責任を負わされている場合が多い｡しか

しこの場合は,管理者の創造的活動が期待できる反面,その分,目標が十分

に達成できなくなるというリスクも高まるだろう｡成果報酬システムとして

重要なのは,そのリスクに見合ったベネフィット(報酬)が与えられているか,

また,達成できなかった場合どのように対処するかである｡十分な報酬が与

えられなければ,組織メンバーは努力を怠るだろうし,反対に著しい減給だ

とリスクテイクを控えたりもする｡従って,業績評価の設計が適切になされ

ていないと,組織メンバーの当該システムに対する不満を煽るだけである｡

相対的評価は,組織メンバーのそれぞれおかれている状況を加味しするこ

とで,メンバーの不公平感を抑制できる一方で,そのような相対的評価によ

って報酬格差がつかなくなるという逆機能は,日本企業ではよくある失敗事

例の一つである｡先の相対的評価の非効率性の問題と合わせて考えると,(1)

相対的評価だけでなく,絶対的評価と組み合わせるのが現実的であること,

(2)組織メンバーの公平感や費用対効果だけでなく,戦略性を重視するなら

ば,外部ベンチマーキングを活用するのが有効であるかも知れない｡

しかし,以上の議論は,必ずしも経験的に明らかにされているわけではな

い｡先行研究も規範論としてとどまっている｡チェンジ研究の観点からする

と,管理可能性原則では,組織内外の環境に応じて,管理者の責任範囲と管

理範囲の大小関係がどのように変化するのか,それら範囲の設定が組織成果

にいかなる影響を及ぼすのか,相対的評価についても同様に,それに影響を
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及ぼすコンテクスト要因,組織成果との関係の解明が求められる｡
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4.システム利用面

戦略創発のためのシステム利用

梶原(2001)は,マネジメント･コントロールとしての成果報酬システムに

着目し,その目的は,報酬により組織メンバーのインセンティブを高めるこ

とで,戦略を効率的に実現することであるとした｡戦略の実現に対して,先

行研究では,予算管理システム,BSC,プロジェクト管理システム,新製品

開発のための各種マネジメントツールなどのインターラクテイブ ･コント

ロール(Simons,2000)の有効性が実証されてきた(AbernethyandBrownel1,

1999;BisbeandOtley,2004;Davila,2000)30

インターラグティブ ･コントロール研究の対象として,例えば,予算管理

システムが着目されているのは,(1)予算が企業の中長期の利益計画や戦略

と直結した管理会計システムの代表格である,(2)予算管理の一連のプロセ

スを通じてトップからミドル,さらにロワーとあらゆる階層の組織メンバー

が関与する,そして,(3)予算目標達成のためには,上司と部下といった組

織階層間でのインターラクションが鍵になる,からである｡これら3つの点

から同様にBSCも,戦略を反映した多様な業績指標が設定されているため,

戦略遂行に不可欠な情報がそこに集結することが想定される｡Simons(2000)

も,BSCについて,インターラクティブ ･コントロールの対象として有効

なツールと捉えている｡

Simons(2000)は,報酬システムなどの業績評価システムもインターラク

テイブ ･コントロールのために管理者によって選択されるシステムの一つで

あることを示唆している｡しかし,インターラグティブ ･コントロールにお

3 当分野に関する詳細なレビューに関しては,相原 ･近藤(2004)を参照されたい｡
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いて報酬を明示的に扱った実証研究は皆無である｡報酬システムについては

これまで,組織メンバーのオペレーショナルなレベルでのモチベーションの

向上が第一で,戦略とのリンケージあるいは戦略目標の達成が強く求められ

ることがなかったからであろう｡

しかし,本稿で着目している業績評価システムは,戦略を反映した多様な

業績指標のもと,成果と報酬を連動させることで戦略を有効に実現すること

が重視される｡従って,成果報酬システムなどの業績評価システムについて

も,管理者によって,予算管理システム,BSCなどと同様にインターラク

ティブ ･コントロールとして選択される可能性は決して低くない｡さらに,

目標管理制度を利用した公式な場は,上司と部下とのインターラクションに

も適している｡インターラグティブ ･コントロールが機能する場として,こ

れまでにも,予算編成会議,原価企画会議など公式の会議体が取り上げられ

てきた(谷,1992;谷ほか,1993)｡従って,インフラ面からしても,成果報

酬システムがインターラグテイブ ･コントロールとして利用される余地は十

分にあると考えられる｡

先行研究の論点

インターラグテイブ ･コントロール研究では,コンティンジェンシー理論

に依拠し意思決定環境,競争戦略がコンテクスト要田として取り上げられて

きた｡意思決定環境について,Davila(2000)は,医療機器メーカーの製品開

発マネジャーを対象に,製品開発プロジェクトをとりまく市場(技術)環境の

不確実性を取り上げた｡結果,意思決定環境の不確実性が高まると,開発計

画悼報,顧客情報,予算情報,開発成果情報,製品原価見積,収益性情報と

いった製品開発関連の情報システムがインターラグテイブ ･コントロールに

利用される程度が高まることを明らかにした｡

一方,競争戦略については,探索型か防衛型の戦略の違いが,ある特定の

情報システムをインターラクティブ ･コントロールに利用するか否かのコソ
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テクスト要因として取り上げられている｡AbernethyandBrownell(1999)で

は,探索型戦略をとる組織は,防衛型の組織と比べて,予算管理システムを

インターラクテイブ ･コントロールのために選択していることが発見され

た｡このことは,戦略の変化の程度が大きい探索型の組織では,インクリメ

ンタルな戦略の創発が要求される一方で,戦略の変化の程度が小さい防衛型

の組織では,インクリメンタルな戦略創発の依存度は小さいといった,

MilesandSnow(1978)の組織の環境適応モデルを反映している｡

検討課題

チェンジ研究の観点からすれば,業績評価システムのいかなる設計がイン

ターラグティブ ･コントロールに利用される傾向にあるのかが主な課題とな

る｡

業績評価システムのシステム設計面とインターラグティブ ･コントロール

との関係については,Simons(2005)の権限と責任の議論が参考になる｡管

理範囲よりも責任範囲を広く設定することで,管理者の戦略的な行動を刺激

することができることは先にも示した｡加えて,責任範囲は,組織階層とも

関係し,一般的には,上位階層はど責任範囲は広く,下位階層はど責任範囲

は狭くなるという｡また,.Simons(2005)は,責任範囲に合わせて設定され

る業績指標にも違いがあることを指摘している｡例えば,責任範囲が狭い場

合は,費目別予算によって与えられた特定業務のための予算数値が,逆に広

い場合には市場シェア,顧客満足度,使用資本利益率などが,業績指標とし

て使用されることを想定している｡具体的な業務の目標数値よりも,市場シ

ェア〇〇%アップや顧客満足向上といった業績指標の方が,管理者の戦略的

で,知恵を絞った行動が目標達成には求められるからである｡

ここから示唆されるのは,成果報酬システムがインターラグティブ ･コン

トロールとして利用されるかどうかは,管理者の管理範囲と責任範囲がどの

ように設定されているかということと業績指標の選択に依存するということ
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である｡いずれにしても,業績評価システムのシステム設計面とインターラ

クティブ ･コントロールとの関係について,経験的な証拠は持ち合わせてい

ない｡そのための実証研究が望まれる｡

第2は,システム利用の目的に関してである｡インターラグテイブ ･コン

トロールに関する先行研究では,情報システムのインターラグテイブな利用

の側面しか着目されてこなかった｡しかし,先にも述べた通り,成果報酬シ

ステムにおいては,戦略とのリンクが強化されるに従い戦略創発が期待され

ているとはいえ,業務改善(または人材育成)は,目標管理や方針管理におけ

る従来からのメインタスクである｡企業によっては,戦略創発というよりも,

業務改善や人材育成をより強化させようとするかも知れない｡従って,業績

評価システムが,(1)業務改善(または人材育成)目的のみに利用されるのか,

(2)戦略創発目的のみに利用されるのか,それとも(3)二者択一ではなく併用

されるのか,という選択に関する問題が起こる｡システム利用に関するこれ

ら3つの選択パターンは,先に示したシステム設計の影響を受けるかも知れ

ないし,当該企業のおかれた状況に依存するかも知れない｡これらの問題の

検討がシステム利用におけるチェンジの解明につながるであろう｡

第3は,Simons(2000)が示す理念システムと境界システムとの関係であ

る｡成果報酬システムを活用する日本企業において,厳しい目標のもと,短

期的に成果をあげることが求められるだけでなく,さらに成果に報酬がリン

クすることで,組織メンバーにはプレッシャーが重くのしかかる｡昨今,冒

本企業で品質問題が危ぶまれている｡もし,成果報酬システムが適切に設計

され,運用されているならば,そのような問題は発生しないだろう｡品質問

題をはじめ日本企業が直面している経営危機は,Simons(2000)が示す企業

の理念システムと境界システムがそもそも整備さていないのか,それとも成

果報酬システムの影響があまりにも大きく,理念 ･境界システムの効果を阻

害してしまっているのか,ということが考えられる｡Simons(2000)は,マ

ネジメント･コントロールとしての情報システムは,理念 ･境界システムの
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もとで活用されるべきであると主張する｡成果報酬システムの利用面を検討

する際は,理念 ･境界システムとの関係,いわばコントロールの多重性を想

定する必要もあるだろう｡

5.組織成果への影響

業績評価システムのチェンジが進んでも,必ずしも組織成果が改善される

という保証はない｡業績評価システムのチェンジが進行する反面,期待され

た成果をあげていない企業も少なくない｡むしろ,近年の日本企業において

は,とくに成果報酬システムの問題点や逆機能が指摘されることの方が多い｡

このように,業績評価システムのチェンジと組織成果との関係は看過できな

い ｡

組織成果には,財務成果の他に,組織メンバーの意思決定および行動レベ

ルでの成果が含まれる｡財務成果に関しては,近年,非財務業績指標が財務

成果に及ぼす影響について管理会計研究者の関心が多く寄せられいている｡

以下,財務成果および意思決定 ･行動のそれぞれについて個別に検討する｡

5.1財務成果

IttnerandLarcker(1997a),IttnerandLarcker(1997b),Ittneretal.(1999),

Ittneretal.(2002)では,非財務業績指標によって把握される業務プロセスの

組織的な取り組みが財務成果に与える影響が検討されている｡業種などによ

り影響関係に違いは見られるが,いずれの研究においても非財務業績指標を

用いた業務プロセスの組織的な取り組みが財務成果に有意な影響を与えてい

ることが解明されている｡BainesandLangfield-Smith(2003)では,非財務

業績指標の採用が財務成果の改善を促進させるという因果関係が明らかにさ

れている｡以上の研究では,業績評価システムを直接取り上げていないが,

財務成果に及ぼす非財務業績指標の影響が示されている｡
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IttnerandLarcker(1997C)では,品質に関する非財務業績指標にウェイト

をおいた業績評価システムが財務成果に負の影響を及ぼすことが明らかにさ

れている｡このように,非財務業績指標の選択と財務成果との関係について,

一貫した解析結果は得られていない｡さらに,非財務業績指標の選択がなぜ,

どのようにして財務成果に正または負の影響を及ぼすのかに関して十分な議

論の展開は難しい｡この点に関して,業績評価システムの設計面だけでなく

システム利用面からのアプローチが有効かも知れない｡

5.2意思決定 ･行動

業績評価システムのチェンジが組織メンバーの意思決定 ･行動に及ぼす影

響については,日本企業における成果報酬システムの問題 ･逆機能から探る

ことができる｡加登(2004)は,成果報酬システムの問題 ･逆機能について,

目標管理の不備,報酬のあたえ方から指摘している｡目標管理の不備に関し

ては,多くの企業において,(1)財務 ･非財務指標の安直な羅列,(2)複数目

標に関する悪意的なウェイトの設定,(3)評価における上司による主観的判

断,(4)個人評価とグループ評価の窓意的なバランスの設定,などから,成

果報酬システムが機能するための前提が崩壊していると警鐘を鳴らしてい

る｡これらの問題から推察されるのは,例えば,業績指標間のリンケージが

戦略遂行に対して不明確なために,組織として一貫した戦略行動がとれなか

ったり,部下が上司の顔色を過度にうかがったり,部下が都合の悪い情報を

上司に提供しなくなり情報格差が増したり,グループ業績の評価が暖味なた

め機会主義的行動にでたりすること,である｡

報酬のあたえ方についても,実際,人件費圧縮のツールとしてしか使われ

ていなかったり,業績をあげてもほとんど格差のつかない給与体系になって

いるケースが多いという｡これでは,達成した業績に対して報酬を与え,組

織メンバーのモチベーションを向上させるという成果報酬システム本来の目

的が十分達成されない｡
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これらの問題点 ･逆機能は,業績評価システムの設計面からだけではなく,

システム利用面から生じるかもしれない｡Marginson(2002)では,インター

ラクティブ ･コントロールが同僚の戦略行動を阻害する機会主義的行動を

ケースのなかで観測している｡しかしながら,業績評価システムの設計面お

よび利用面と上記の意思決定 ･行動との関係について,経験的証拠を十分持

ち合わせていない｡

6.おわりに

本稿では,まず,(1)業績評価システムのチェンジの概念について概説し,

(2)業績評価システムを構成するシステム設計面とシステム利用面について

先行研究に基づき知見を整理し,チェンジ研究に向けた課題を提示した｡さ

らに,(3)組織成果との関係についても同様に考察した｡

以下,業績評価システムのチェンジ研究の方向性を提示することで本稿の

終わりとする｡第1の方向性は､業績評価システムのチェンジがインセンテ

ィブと戦略遂行を促す条件の解明である｡業績評価システムのチェンジがイ

ンセンティブ,戦略遂行の2つの機能を果たす方向に進むためには,(1)莱

績評価システムの報酬へのリンクにおけるチェンジ､(2)業績指標の選択に

おけるチェンジ,(3)業績の評価方法におけるチェンジ,(4)業績評価システ

ムの利用におけるチェンジ,の4つの要素におけるチェンジ間でのフイット

が問題になる｡先行研究では,業績指標の多様性と業績指標間の整合性,管

理可能性原則とイノベーション,不公平感とインセンティブ強化などの複数

のトレードオフ関係が指摘されている｡業績評価システムのチェンジによっ

てこれらのトレードオフ関係がいかなる適合性をもって対処されるかの検討

により,業績評価システムのチェンジと組織成果との相互関係に関する豊か

な知見を得ることが期待できよう｡

第2の方向性は,業績評価システムのチェンジの実証研究q)ための分析モ
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デルの開発である｡-前節までの議論では,業績評価システムのチェンジ一般

に影響を与える要因を検討してきた｡しかし,システム設計面およびシステ

ム利用面のチェンジを一貫して説明できる分析モデルないため,その開発が

求められる｡一方,企業個別の業績評価システムのチェンジのプロセスの詳

細は,企業横断的な大量サーベイだけでは限界があり,定性的な調査,分析

が求められる｡この点,近年の管理会計チェンジ研究4では,制度論的パー

スペクティブ(BurnsandScapens,2000)に基づくチェンジのプロセスを対

象にした経時的なケース研究に関心が寄せられている｡業績評価システムの

チェンジが進行するプロセスに関する洞察により,意思決定環境のチェンジ,

企業の戦略のチェンジ,組織のチェンジ,業績評価システムのチェンジの動

的な関係の検討が可能になる｡

第3の方向性は,わが国における業績評価システムのチェンジ一般の実態

解明である｡SulaimanandMitchell(2005)は,管理会計チェンジの5つの分

類を示した(表 1)｡彼らが示す分類は,業績評価システムにも当てはめるこ

とができる｡本稿で取り上げた成果報酬システムを中心とした業績評価シス

表 1 管理会計チェンジの分類

追加 管理会計システムの拡張のための新システムの導入(例 :非財務業績評

価パッケージ,品質原価計算システムなどの初めての導入)

入替 既存の管理会計システムとの取 り替えとしての導入(例 :伝統的原価計

算とABCとの入替,固定予算とフレキシブル予算との入善)

出力改善 管理会計システムの情報出力の改善(例 :差異分析の結果を月次から週

次報告への変更,定量的情報をグラフィカルに表現するように変更)

運用改善 管理会計システムの運用の改善(例 :既存の原価計算システムのもとで

実際の配賦率を使うのではなく予定率の利用に変更,固定費と変動費の

分類を見積ベースではなく回帰分析を利用するように変更)

廃止 入香をともなわない管理会計技法の廃止(例 :予算制度の廃止,損益分

岐点の休止)

SulaimanandMitchell(2005),p.426を一部修正

4 当該分野の詳細なレビューに関しては,吉田(2003)を参照されたい｡
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テムのチェンジは,チェンジの-類型にすぎない｡業績評価システムのチェ

ンジの実態を広く捉えることにより,いかなる類型のチェンジが一般的なの

か,業績評価システムのどの設計面および利用面でいかなるチェンジが生じ

ているのか明らかにすることができる｡
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